
















様式２－２ 

覚 書 

 浜松市（以下「甲」という。）と〇〇〇〇（以下「乙」という。）は、令和 年 月 日に締結

した〇〇〇〇建物使用貸借契約（以下「本契約」という。）第２条第２項の物件敷地に関すること

について、以下の条項に基づき覚書を取り交わす。 

（物件敷地に関する土地賃貸借契約） 

第１条 乙は、物件敷地について、別紙１の土地賃貸借契約書により、甲が土地所有者から借り

受けている土地であることを確認した。 

（物件敷地の借地料相当額） 

第２条 物件敷地の借地料相当額は、別紙１の土地賃貸借契約書第○条第○項に規定する賃貸借

料の額とする。 

（物件敷地の借地料相当額の支払い） 

第３条 各年度の物件敷地の借地料相当額を甲に当該年度の４月３０日までに甲に支払うものと

する。 

２ 物件敷地の借地料相当額を、甲が発行する納入通知書により支払わなければならない。ただ

し、納入期限が浜松市の休日を定める条例（平成元年浜松市条例第７６号）第１条の市の休日

であるときは、当該市の休日の翌日をもってその期限とする。 

（中途解約による物件敷地の借地料相当額） 

第４条 本契約の貸付期間満了日前に契約を解除したときは、物件敷地の借地料相当額を当該年

度中に貸し付けていた本契約と同等の月数により月割計算する。なお、月割り計算した物件敷

地の賃借料相当額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

２ 甲は、既納の当該年度の物件敷地の賃借料相当額から第１項の規定により算出した物件敷地

の賃借料相当額を差し引いた金額を返還金として乙に支払わなければならない。 

３ 第２項の返還金には利息を付さない。

（遅延損害金） 

第５条 乙は、借地料相当額を支払期日までに支払わないときは、浜松市税外収入金の延滞金に

関する条例（昭和３３年浜松市条例第５号。同条例を改正する条例を含む。）の規定による延滞

金の額の計算の例によって計算した額の遅延損害金を甲に支払わなければならない。 

（本覚書に定めのない事項） 

第６条 本覚書に定めのない事項又はその解釈に疑義が生じたときは、その都度、甲及び乙は誠

意をもって協議のうえ解決するものとする。 



様式２－２ 

この覚書を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各自その１通を保有する。 

    年  月  日 

                  所在地 静岡県浜松市中央区元城町１０３番地の２ 

                甲 名 称 浜松市 

                  代表者 浜松市長 中野 祐介  印

                  所在地 

                乙 名 称 

                  代表者 


